幼稚産業保護論 : 幾何学的アプローチ by 佐竹 正夫 & Satake Masao
幼 稚産業保護論
一 幾何学的 アプ ローチー
佐 竹 正 夫
は し が き
幼稚産業保護論は,J.S.ミ ル以来長い間自由貿易主義者の認める唯一g保
護貿易論 と言われてきた。実際それは,ア メリカをはじめとする新興国が採っ
た保護貿易政策の主要な理論的根拠であった。 しかし,同 時にその実践面での
重要性に比べると,理 論及び実証面では,十 分な検討が行われていないことも
しば しば指摘されてきた。
近年 ミー ドやケムプ1)が,ミ ルやバステーブルの伝統的な理論を批判して以
来,再 び幼稚産業保護論が活発に討論されたが,そ れ らもまだ十分に整理 され
ているとは言えない。政府の保護貿易政策は経済的にはほとんど正当化できな
い とい う立場か ら,保 護の理由を技術的外部経済や金銭的外部経済に求める立
場等 々様 々な見解が提出されている。また各論者が,ど のような経済モデルを
想定 しているか も,必 ず しも明確ではない。部分均衡モデルで論じられる場合
もあれば,一 般均衡モデルに依っているものもある。このような混乱は,例 え
ば,国 際経済学のテキス トで市場の歪みに基ず く保護貿易論や最適関税論が,
幾何図形や代数に よって厳密に定式化 されているのに対 し,幼 稚産業保護論の
説明が,多 くは 「言葉」でなされてお り,し か も統一を欠いていうことに現わ
れている。
しか し,そ れ らの議論を通 して,今 日の観点か らみた幼稚産業保護の基準は,
ある程度明 らかにされているように思われる。それは,私 企業による投資の長
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1)Meade[11],Kemp[7][8].
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期的な私的収益率は負になるが,保 護政策によって投資が実現 されれば,長 期
的な社会的収益率は正 となるケースである。換言すれば,投 資の私的イソセン
テ ィブは働かないが,そ の投資に よる将来の社会的利益は大きく,当 初の保護
の費用を上回る場合には,政 府の保護政策は容認される。しか し,保 護の基準
が明らかにされても,問 題は依然 として残 る。それは,社 会的収益率や私的収
益率が何を意味し,そ れをどのように測 為かとい うことである。今 日の議論 の
混乱 もこの点に由来 しているo
本稿では,部 分均衡モデルに立脚 して,私 的収益率や社会的収益率の性質を
検討 し,こ れまでに指摘されてきた幼稚産業保護の条件を整理 し,統 一的に説
明す ることを 目的 とす る。以下第1節 では,基 本モデルを説明する。モデルは
基本的には部分均衡分析だが,背 後に一般均衡的な関係を想定 し,従 来の部分
均衡分析が見落 していた点を明確にす る。第2節 では,私 的及び社会的収益率
の性質を明らかに し,各 論者の保護の基準を整理す る。第3節 では,伝 統的な
ミルとバステーブルの議論に関す る混乱を指摘 し,ミ ルの基準は幼稚産業保護
の基準としては有効でないことを主張する。
1.基 本 モ デ ル
幼稚産業保護論を幾何図形によって 定式化 しようとす る試みは,2つ の極端
な経済 モデルに基ずいて行われてきた。1つ は,他 の財や産業との関連は問わ
ない部分均衡分析で,他 は経済には幼稚産業 ともう1つ の代替的な産業 しか存
在 しない と仮定す る2財 の一般均衡分析である2)。本稿では,分 析は基本的に
は部分均衡図に依 るが,一 般均衡図に よる分析 も取 り入れることによって,経
済全体 との関係も考慮に入れる。
第1図 で,〃 と5s'は それぞれ幼稚産業の現時点での需要 と供給 曲線であ
る。世界価格が の の水準に与えられ るな ら,自 由貿易下では国内産業は完全
に太刀打ちできず,国 内需要 ραぼすべて外国からの輸入に よって賄われる。
2)部 分 均 衡 分析 は,Grube1[2],山 本[20],柴 田[16],根 岸[15]等 に よ って 行 なわ れ
た 。 ま た一 般 均 衡 図 に よる 幼稚 産 業 保 護 論 の試 み は,Haberler[3],Johnson[4],
藪 下[19]に み られ る。
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現在国内産業に国際競争力がないのは,こ の場合 「技 術 と経 験」(skilland
experience)が 不足 しているだけで,他 の点で外国 より劣っている点はない。
それゆえ,あ る一定期間の習得過程を経れぽ,国 内産業は現在 よりも低い費用
で生産物を生産できる。 これが,輸 入競争産業が幼稚産業た りうる基本的な条
件である3)。
技術を獲得 し,経 験 を積むためには,現 在生産をまった く行わない とい う訳
にはいかない。ある程度の規模の生産を維持す ることが必要である。この生産
水準を04と しよう。09量 の産出量を生産 し,そ れを世界価格で市場に出せ
ば,の 勿 の収入が得 られる。 しか し,そ のための費用はOsoσ である。その
差額 ρε訪 は,損 失になる。 しか し,こ の損失は将来費用が低下するための固
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3)ミ ル[12】 に ょって唱えられた。本稿第3節 参照。
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定費用である4)。
習得過程の成果は,供 給曲線が時間とともに次第に右下方に シフ トすること
に よって表わされ る。これは生産量一単位当りの費用が低下するか,あ るいは
以前 ζ同じ費用の下で,よ り多 くの生産物を供給できることを意味する。いま
問題を簡単にするために,将 来をある一時点で代表させ,そ れを現在 と比べる
比較静学的な方法を採用する。そ こで将来の供給曲線を5*S*'と しよう。
将来,世 界価格が現在 と同じ水準で変化せず,自 由貿易政策が採用 されれば,
幼稚産業の生産者は09*の 量の生産物を生産 し販売することカミできる5こ の
時,総 収入は0カ6が で費用は03*θ9*だ か ら,三 角形5*ρ ¢は生産者余剰,
あ るいは産業全体 としての企業の利潤である5)。習得期間よりも生産量はgg*
だけ,ま た生産額は 舵4物 だけ増加する。 もしも他産業の生産額が,幼 稚産
業の将来 の生産の拡大によって影響を受けないならぽ,国 民所得は ろ四物 だ
け増加する。 しか し,国 民所得がどうなるかは部分均衡分析では明 らかにされ
ない。
そこで,伝 統的な2財2要 素の一般均衡の幾何図形的分析で,幼 稚産業の成
長に伴 う国民所得の変化を検討 してみ よう。第2図 において,第1財 は現在輸
出されてお り,第2財 は輸入財である。変形曲線は現在QRで 表わされ る。
世界価格線 力 が与えられると,自 由貿易の下で,こ の国は第1財 の生産に完
全特化する。第1図 の部分均衡分析 と同様,第2財 の国内産業の生産量はゼロ
である。生産要素はすべて輸出産業に雇用され,生 産点はQに なるo
しかし,第2財 産業の企業が損失を覚悟で,現 在生産を(例 えぽQ*点 まで)
拡大すれぽ,将 来の変形曲線は91～*の ように シフ トする。これが,一 般均衡
図におけ る幼稚産業の習得過程 の効果 と考え られ る。将来の生産点は,世 界価
格が変化せず 自由貿易政策が採 られるなら,(2*'点 のようにQ点 の必ず左上
方に来なければな らない。 これは,総 生産要素量は将来 も現在 と同じだが,幼
稚産業の技術進歩に伴 う生産拡大によって,輸 出産業に雇用 されてい る生産要
4)こ れは生産要素の 「非分割性」に基ずいており,根 岸[15]に よって強調された。
5)生 産者余剰を企業に属する利潤と考えるのは,根 岸[15]に 従 う。
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素の一部が,幼 稚産業に吸収されて,輸 出産業の生産量が減少す るため で あ
る。'
第1財 で測った国民所得は,OT*と な り,完 全特化の場合の所得OQよ り
も大きくなる。すなわち,幼 稚産業め将来の成長は,他 産業を縮少させるが,
全体としての所得は以前よりも増加す るのである。所得の増加は,消 費を拡大
させ る。
この点を,第1図 の部分均衡分析で も考慮す ると,こ れは供給曲線のシフ ト
に伴 って,需 要曲線も次第に右上方にシフ トす ることを意味する6)。 これは,
幼稚産業 の成長に伴 う 「所得効果」と考え られる。将来の需要曲線を4*4*'と
6)従 来の部分均衡分析では,幼 稚産業の成長が需要曲線に及ぼす影響は無視 されてい
る。山本[20]は,需 要曲線は 「本来は経済発展によって右方ヘシフトする」(p.44,
注9))と 述べているが,分 析では考慮されていない。
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す ると,将 来の消費量は 助 にな り,し たがって,協 の量が輸入され る。
以上は幼稚産業の成長に伴 うポジィテ ィブな分析であるが,幼 稚産業論にと
って問題なのは,ノ ーマテ ィブな分析である。企業が自ら習得過程に投資を行
う時の私的費用と利益,政 府が保護政策を採用 した時の社会的費用 と将来の利
益が,そ れぞれ比較されなければな らない。将来の利益は,次 節で論 じるよう
に,い ろいろな条件に依存するが,現 在の費用は貿易政策の理論によって明ら
かにされているo
現在生産を0α まで拡大するのに要す る企業の損失は,前 述 したように ρε6ろ
である。一方,保 護政策に よって0σ の生産を実現す る時の社会的費用は,関
税 の場合 ρs酌ナ知gで あ り,生 産補助金の場合は ρ80δであるoこ れ らの費
用は,将 来幼稚産業の成長が生み出す利益と比較 しなけれぽな らない。
2.保 護 の 基 準
将来 の私的及び社会的利益は,将 来の世界価格,幼 稚産業の外部経済効果,
企業収入の分配等に依存す る。それに従 って,保 護の基準も変化する。以下で
はまず,外 部効果が存在 しない場合を,世 界価格が変化しないケース(小 国)
と変化するケース(大 国)に 分けて議論 し,次 に技術的外部経済効果が存在す
る場合を検討する。最後にそれ以外の点に考察を加える。
(1)小 国 の ケ ース
将来の世界価格は,世 界市場に影響を与える諸要因に依存す る。いまそれ ら
の外生的な要因を一定とすれば,将 来の世界価格は当該国が将来も,「小国」で
あ りつづけ るか,あ るいは将来は,「大国」になって世界価格に影響を与えるこ
とができるかに依存す る。はじめに,「小国」のケースを検討 してみ よう。この
場合には,世 界価格は現在 と同じであるか ら,第1図 をそのまま使 うことがで
きる。
第1図 において,将 来の私的利益,す なわち企業の利潤は,保 護貿易政策湊
採 られていなければ,生 産者余剰 ρ6S*で ある。 もしもこの利潤が,企 業が現
在生産をOgま で拡大す るために投資を行 う時の損失 ρscδを上回ると予想 さ
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れるなら,企 業は自ら現在習得過程に投資を行 うので,政 府の保護政策といっ
た問題は生 じない。問題になるのは,企 業の将来の利潤が,現 在の損失をカヴ
ァーできない と予想される時である。この時,政 府の保護政策に よって企業の
損失を社会が負担 して も,将 来それを上回 る利益が社会的に生み出 され る な
ら,保 護政策は必要 とされる。
将来企業の利潤が,ど れ くらいの大きさにな るかは,供 給曲線カミどれだけ右
下方にシブ トするか,あ るいは換言すれぽ,幼 稚産業が将来どれだけ費用を低
下させることができるかに依っている。 企業の長期的な(2期 間の)利 潤が,
必ず正になるとは限 らない。,
将来の社会的利益は,供 給曲線のシフ トと共に需要曲線が どれだけ右上方に
シフ トす るかに も依存す る。第1図 で,そ れは消費者余剰4*砂 と生産者余剰
ρ68*の 合計である。現在保護貿易政策をとらなけれぽ,将 来供給曲線はシフ
トしないか ら,そ の場合の社会的利益は,4α φである。 したがって,保 護政策
によって,将 来社会的利益がどれだけ増加するかは,そ の差額 廊*加 とρ65*
の大きさで表わされる。これを現在保護を行 う場合の社会的費用 と比べなけれ
ばな らないo
保護政策が生産者補助金で行われる場合,社 会的費用は前節で示 したように
ρS6∂であるが,将 来の生産者余剰 ρθS*が これを上回れぽ,将 来の消費者余
剰の増加分44緬 αを考慮に入れな くて も,社 会的収益率はプラスになる。し
か し,こ の場合には私的収益率 もプラスなので,保 護政策は必要ではない。他
方,補 助金の費用が将来の生産者余剰を上回る場合には,そ の差を消費者余剰
の増加分がカヴァーできれば,社 会的収益率は正になる。 しかもこ の 場 合 に
は,私 的には採算がとれない場合だか ら,保 護政策は正当化 され る。
このケースで,も しも需要曲線がシフ トしなければ,社 会的収益率は負にな
るか ら保護は 正当化されない。 それゆえ,保 護のケースが生 じるか 否かは,
需要曲線 のシフ ト,す なわち幼稚産業の成長に よる 「所得効果」に依存する。
一般的には,需 要曲線は右上方に シフ トすると考えられるか ら,外 部効果が存
在せず小国の場合には,保 護政策の必要性は全 くない とす る主張は誤 りで あ
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る7)。
(2)大 国 の ケ ース8)
幼稚産業 の成長によって,将 来世界価格が低下するケースは,第3図 で示さ
れるo第3図 では,簡 単化のために需要曲線のシフ トは描かれていない。将来
の世界価格が0が になれば,生 産量は減少し将来の私的利益 も減少して ρ*'s*
になる。 これは企業の投資のイソセソテ ィブを阻害す る方向に働 く。 しか し,
価格の低下によって,将 来消費者余剰は増加 し,小 国の場合よりもρのρ*だ け
増加する。
したがってこのような場合,私 的収益率が負であっても(ρ5σ∂〉ρ*づ5*),社会
価格
4
??
数量
0
第3図
7)こ の よ うな主 張 は,根 岸[15]の 分 析 フ レー ム ・ワー クか ら導 かれ る。 武 藤[14]p.
36参 照 。 また 小 宮 ・天 野[10]pp.194-5も 同様 の 見 解 を 述 べ て い る。
8)現 在 は 「小 国」であ る ので,「 準 小 国」と呼 ぶ方 が 正 確 な 表 現 で あ る だ ろ う。武 藤[14]
P.36.
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的収 益率が正 にな る(ρs66<ρ*ゴs*十 ρ4ノ'ρ*)ケースは生 じるのであ る。 この場
合には,保 護政策は正当化され る9)。しか し,勿 論世界価格が低下 して も,将
来の私的利益が現在の損失を上回るな ら,保 護政策は必要 とされないlo)。
(3)外 部 経 済
幼稚産業が,将 来技術的外部経済効果を持つ場合に,保 護貿易政策が正当化
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9)こ れは根岸[15]に よって主張された幼稚産業保護のケースである。
10)幼 稚産業の成長に伴って,世 界価格が低下するかどうかについて意見は分れている。
例えば,渡 辺[18]は,「 幼稚産業の産出量は,一 般にそうなるのだが,世 界全体の
産出量にくらべてはるかに小さく,し たがって,世 界価格が当該産業の産出量の変化
によって影響されることはまずないとみてよいかもしれない」(p.241)と 述べている。
他方,武 藤[14]は 「幼稚産業がこのように発展してい くプロセスで,価 格水準が一
定 とするのは通常はあ りえないことである」(p.36)と 述べ,鶴 田[17](pp.35-6)は,
日本の戦後の産業化は価格低下をひきおこし,消 費者余剰の増加をもたらしたと論 じ
ている。
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されることが,し ぼ しば指摘されてきたU)。 そ して,こ の場合を,幼 稚産業保
護の主要な根拠 と見倣す人は多い。 しか し以下で示すよう圏に,技 術的外部経済
が存在していても,保 護政策を必要としないケースも存在す る。
第4図 において,現 在 の供給,需 要曲線,世 界価格等は第1図 と同じで あ
る。 しかし,幼 稚産業は成長す るにつれて,他 産業に外部経済効果を与えるか
ら,将 来の供給曲線は私的費用曲線 と社会的費用曲線に別れる。前者は,§*§*'
で示され,後 者はs*s*'で ある。将来の幼稚産業の生産量は,社 会的に最適な
量09*よ りも少ない0々*に なる。将来の利潤は ρθs*ではな く ρ麓*の 面積
で表わされる。
一方将来の社会的利益は,「所得効果」を無視すれば,4砂+ρ ん1S*と な り,
自由貿易政策が採 られ る場合 よりも,ρ 肋*だ け増加 している。この中で,三
角形 ρ膀*は 幼稚産業に属す る利潤だが,5*々1S*は 他産業に属す る利潤 であ'
る。このような場合,他 産業に属する社会的利益を考慮す ると,需 要曲線がシ
フ トしない場合でも,保 護政策が正当化され るケースが生 じる。 しか し,図 か
ら明らかなよ うに外部効果が生じれば,ど んな場合でも保護政策が正当化され
る訳ではない。
(4)そ の 他
長期的な社会的収益率が正で も,私 的収益率が負にな り,私 企業による習得
過程に対す る投資が行われない例として,し ぼ しば指摘されるのは,資 本市場
が不完全で投資の費用が高 くつ く場合である12)。しか し,こ の場合には 現 在
「市場の歪み」が存在す るのであるから,そ れに基ず く政府の市場介入政策が
採 られるべきであ り,そ れによって幼稚産業保護政策が正当化され る訳ではな
いo
幼稚産業保護に基ず く政府の政策が正当化 され るのは,将 来の私的利益が低
すぎて現在の費用を償いえない場合である。 この例として,世 界価格が将来低
11)Kemp[7][8]が代 表 的 な 例 であ る。 ケ ムプは,先 発 企 業 の研 究 開 発 や労 働 訓 練 に対
す る投 資 の将 来 収 益 が,後 発 企 業 に よ って吸 収 され る例 を 挙 げ た 。
12)村 上[13]p.111,注(29),Johnson[4]邦訳p。245,兼 光[6]p.309.
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下す る場合 と技術的外部経済の場合を指摘したが,そ れ以外に2つ のケースが
挙げ られる。1つ は,私 企業が幼稚産業の将来を過度に悲観的に予想す る場合
である13)。他は,将 来の企業の利潤が生産要素によって 吸収される場合 であ
る。生産物の価格が低下しな くても,生 産要素の価格の上昇に よって,将 来の
利潤が吸収されれぽ,企 業は投資の意欲を失 うであろ う14)。
,3.ミ ル,パ ステ ーブ ルの基準
本節では,ミ ルの基準を 「幼稚産業が将来比較優位産業になる」 とい う通常
の解釈 とバステーブルの基準は,関 連性がないことを論じる。さらに ミルの議
論は,今 日の観点か らみると幼稚産業保護の有効な指針とはなりえないが,パ
ステーブルの基準は有効な基準であることを指摘する。
ミルの幼稚産業保護論は,し ば しば引用 される次の一節に簡潔に定式化され
ているo
「単なる経済学の諸原理か らいって,保 護関税が弁護 され うる場合が,た
だ一つある。それは,特 にこれか ら興隆 しようとする若い国において,そ れ
自身としてはその国の諸事情に完全に適当 している外国のある産業を,そ の
国に移植 しようとい う期待をもって,保 護関税が一時的に賦課される場合で
あ る。ある生産部門における一国の他国に対する優越性とい うものは,た だ
よ り早 くそれを開始 した とい うだけのことか ら生ずることが少なくない。一
方の国に内在的な利点が存在するわけで もなけれぽ,他 方の国にそのような
不利な点が存在するわけでもな く,た だ獲得された熟練 と経験 とを もってい
るとい う現在における優越性が存在するだけであ りうる。これか らこのよう
な熟練 と経験 とを獲得 しなければな らぬ国は,よ り早い時期に舞台に出た国
々よりも,そ の他の点ではかえってよりよく妾 の生産に適 しているかも知れ ・
ない。その上,レ イ氏の適切な言葉に もあるように,い かなる生産部門にお
13)Johnson[4],「 企業家は成功の見通しについて過度に悲観的かもしれないし,あ るい
は,危 険をおかすことをいやがるかもしれない」(邦訳,p.245)。
14)Johnson[5]p.69.藪 下[19]は,2財2要 素の一般均衡モデルにおいて,幼 稚産
業の将来の利潤が生産要素に吸収される条件を,将 来の生産関数の性質に応 じて求め
ている。
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いても,新 しい諸条件の組み合わせの中でそれを試み ること以上に,も ろも
ろの改良を促進する大きな傾向をもつものはないのである。けれ ども,個 々
の個人が,彼 ら自身の危険において,と い うよりもむ しろ確実に損失を被る
にかかわ らず,あ る新 しい工業に着手 し,か つその生産諸工程に十分な伝統
をもっている生産者たちの水準まで自国の生産者たちが訓練されるに至 るま
で,そ の工業を継続す るの負担を負 うとい うことは,期 待するわけに行かな
いことであ る。 この ような実験を支援す るために国民が自分自身に租税を賦
課する方法 としては,保 護関税を賦課 し,そ れを合理的な期間だけ維持する
とい うことは,時 としてもっとも不都合の少ない方法であろうσけれ ども,
保護によって育成 される産業がやがてその保護を必要 としな くなるであろう
とい う保証の十分なる根拠が認め られる場合に限って,そ の保護を与えるこ
とが肝要なことである。 また国内の生産者たちに,彼 らが達成 しうるであろ
うところの ものの,適 当な実験に必要とされる時間を越えてまでその保護が
継続されるであろうと期待 させてもならないのである。」15)
ここで ミルは,新 興国が他の国々に比べて,劣 っている内在的な理由はな く,
「熟練 と経験」を積みさえすれぽ,外 国の生産者と肩を並べ ることが出来 ると
考えている。 しか し,私 企業が 「確実な損失を被るにかかわ らず,あ る新 しい
工業に着手 し,・…・・その工業を継続するの負担を負 うこと」は出来ないため,
「伝統をもっている生産者たちの水準」に達するまで,一 時的に保護関税を許
すことが正当化される。 ミルに とって,保 護に値する産業は,一 定の習得期間
の後に費用を低下させ ることのできる産業である。第`1図 でいえば,将 来供給
曲線が右下方にシフ トするような産業である。
しか し,通 常 ミルを解釈するにあた り,供 給曲線は将来の自給 自足点をこえ
て輸出化す る点 までシフ トすると考え られていることが多い16)。そ して,バ ス
テーブルが,「 最終的な利益は保護期間中に生 じる利益を上回ることが必 要 で
15)Mi11[12]邦 訳pp.249-50.
16)渡 辺[18],ミ ル ・テ ス トを 図 に よ って示 して い る の は,山 本[201等 で あ るが,柴 田
[16]は,ミ ル の基 準 を 完 全 な輸 入代 替 化 で も良 い と述 べ て い る。
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ある」の と論 じたことを結びつけて,次 のような 「ミル=バ ステーブル基準」
が,幼 稚産業保護の基本原理 として述べ られる。
「幼稚産業 とは,現 在は比較劣位産業であるが,政 府が一定期間保護する
ことによ り,そ の間技術革新で コス トダウンが実現し,将 来は比較優位産業
に成長する産業をい う。ただし,比 較優位産業になることに よって国民経済
にもた らす利益は,保 護に要 した費用 よりも大きなものでなけれぽ な ら な
い。」18)
幼稚産業が将来比較優位産業になるのは,第1図 において,将 来の供給曲線
が αない し 海点 よりも右側で世界価格線と交わることを意味す る。また,バ
ステーブル ・テス トは,社 会的収益率の基準である。 しかるに第1図 か ら容易
にわかるように,幼 稚産業が将来輸出産業にならず輸入代替産業に とどまって
いて も,バ ステーブル ・テス トに合格する可能性はあるのである。また,バ ス
テーブル ・テス トに合格 しな くて も,ミ ル ・テス トは合格す ることも可能であ
るエ9)。
すなわち,こ のような ミルの基準 とバステーブルの基準 との間には,何 ら必
然的な関係は存在 しない。さらに,ミ ルのテス トに合格 しなくても一 幼稚産
業が将来比較優位産業になる可能性がない としても一 パステーブルの基準を
満たせば,保 護政策を正当化することはできる。 したがって,将 来幼稚産業が,
比較優位化す るか どうかは問題ではな く,そ れによって長期的な社会的利益が
存在するのかが問題である。さらに一言付け加えれぽ,ポ ジィテ ィブな議論で
あるミルの基準を,ノ ーマティブな議論か ら導き出さなけれぽな らない政策判
断の基準にす ることは,も ともと不可能なのである。
17)Bastal〕le[1]pp.141-2.
18)国 民経済研究協会[9]p.31,注(11).
19)こ の点は,第2図 の ような一般均衡図を用いても同様に論証できる。第2図 において
補助金政策を採る時の第1財 で表わした実質所得はOTで 示される。自由貿易に比
べると 〔27■の損失が生じる。 これは現在の社会的費用である。他方,幼 稚産業が成
長 した後の将来の所得は07墨 である。自由貿易と比べると(17塒 だけ多い。そこ
で,〔2丁蔚〉(2Tで あれば,バ ステーブル ・テストに合格する(藪 下[19]p.329)。
しかし,第2図 から理解されるように,こ のことと将来幼稚産業が比較優位産業にな
るかどうかは無関係である。
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お わ り に
本稿では,幼 稚産業保護の基準を長期的な社会的収益率が正で,私 的収益率
が負である場合とし,保 護の条件を部分均衡分析に基ずいて論 じた。 そ の 結
果,技 術的外部経済が,存 在せず,か つ小国であっても,保 護政策が正当化さ
れ るケースがあることを指摘 した。その論拠は,幼 稚産業の成長が 「所得効果」
を もた らす とい う点にあ る。第2に,外 部効果が生 じる場合で も,必 ず しも保
護政策が正当化されない ケースがあることを指摘 した。最後に,ミ ルの基準は
政策判断の基準 としては不適切であることを論 じた。'
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